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＜会議の様子＞

各団体、労働局、県からそれぞれ課題や今後についての
意見交換を行いました。

　長時間労働の削減や休暇の取得促進、多様な勤務制度の導入等、働き方改革の推進を「オール信州」で進めるた
めに、経済団体、労働団体、労働局、県が参画して立ち上げた「長野県働き方改革・女性活躍推進会議」の第2回会
議が平成28年12月22日に開催されました。
　会議当日は、各委員から労働環境を阻害している課題や働き方改革推進などについての意見交換が行われ、最
後に「平成29年の取組に関する確認」に取り組んでいくことになりました。
　貴事業所におかれましても、「課題解決に向けた経営者と従業員の話し合い」の取組を行っていただけるようお
願いいたします。

　経済団体及び労働団体は、「働き方改革・女性活躍推進」に関する以下の項目について、各事業所

において「課題解決に向けた経営者と従業員の話し合い」を行うことを推進します。

　国及び県は、各事業所が行う課題解決のための取組を支援します。

【働き方改革】

　・長時間労働の削減

　・年次有給休暇の取得促進

　・多様な働き方制度の普及促進

【女性活躍推進】

　・300人以下の企業・団体の女性活躍推進法一般事業主行動計画策定の推進

　・イクボス・温かボス宣言者拡大の取組

　・女性リーダー育成に向けた学びの場づくり

平成28年12月22日

「長野県働き方改革・女性活躍推進会議」
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平成29年の取組に関する確認



　平成28年6月30日現在の労働組合の組織状況について結果がまとまりました。
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区　　　分

調 査 産 業 計

建 　 設 　 業

製 　 造 　 業

情 報 通 信 業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

医 療 ，福 祉

サービス業（他に分類されないもの）

前 年 産 業 計

前 　 年 　 差

平均年齢
平均月間総実労働時間

うち所定内

平均月間賃金額 性別所定内賃金額

うち所定内 男性 女性

平均
勤続年数

平均
労働日数
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46.4

43.1

39.0

46.4

43.4

44.5

43.8

39.1

41.5

41.4

44.8

43.0

0.1

294,039

328,158

302,098

339,044

291,634

293,155

331,310

339,993

246,445

291,214

277,200

249,446

298,700

△4,661

歳
12.1

14.9

14.3

12.9

10.7

12.8

15.8

13.5

8.0

8.7

8.9

8.4

12.5

△0.4

年
21.9

23.0

21.4

21.3

22.7

22.1

20.9

21.7

22.7

24.0

21.4

22.0

21.9

0.0

日
180.9

183.3

181.0

179.0

203.6

179.6

165.5

180.4

186.4

197.7

171.1

181.2

181.5

△0.6

時間
168.6

175.1

166.5

166.5

172.4

170.0

157.1

171.5

175.1

183.5

164.3

165.5

167.5

1.1

時間 円
270,667

309,817

274,114

315,363

242,412

274,555

314,551

322,344

230,386

270,155

258,346

225,439

272,362

△1,695

円
294,988

325,280

296,932

336,638

248,750

297,844

373,300

353,091

268,593

301,403

278,572

238,415

294,411

577

円
222,843

214,632

205,495

262,460

196,038

202,612

245,593

232,564

186,919

207,252

250,872

192,619

222,789

54

円
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　県労働雇用課では、県内の民間事業所に雇用されている常用労働者の賃金、労働時間等の実態を明らかにし、労使

の賃金決定等の参考に資することなどを目的に、常用労働者5人以上を雇用する7,698事業所を対象に賃金実態調

査（平成28年6月30日現在）を行い、37.7％にあたる2,901事業所から回答がありました。

　平成28年の所定内賃金額は、男女計で270,667円となり、前年を1,695円（0.6％）下回りました。男女別にみる

と、男性は294,988円で前年を577円（0.2％）上回り、女性は222,843円で前年を54円（0.0％）上回りました。

　所定内賃金額の伸び率を産業別に見ると、生活関連サービス業・娯楽業（270,155円、8.1％増）、学術研究、専

門・技術サービス業（322,344円、3.0％増）、建設業（309,817円、1.7％増）の順で大きかった。

＜労働組合数及び組合員数の状況＞
　県内の労働組合数は、1,459組合で前年比10組合の減少、組合員数は、173,956人で前年比335人の減少
となりました。
  また、県内の推定組織率は（組合結成可能な雇用労働者に占める組合員数の割合）は19.7％となり、前年比
0.1ポイント減少しました。　
  全国の単一労働組合の労働組合数は24,682組合、労働組合員数は994万人で、推定組織率は17.3％とな
りました。
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平成28年年末一時金要求・妥結状況平成28年年末一時金要求・妥結状況平成28年年末一時金要求・妥結状況平成28年年末一時金要求・妥結状況

　労働雇用課では、県内の民間労働組合を対象に「年末一時金要求・妥結状況調査」を実施しております。平
成28年12月31日現在でまとめた調査結果（最終報）の概要は、次のとおりです。
　調査対象420組合のうち212組合から県に一時金要求の報告があり、その内の99.5％に当たる211組合が妥
結しました。
　平均要求額は、2.32か月分の588,556円となり、前年同期と比べ金額では6,248円上回り、月数では0.01
か月下回りました。
　平均妥結額は、1.84か月分の466,217円で、前年同期と比べ金額では12,444円、月数では0.03か月それ
ぞれ上回りました。
　また、企業規模別の状況をみると、従業員300人未満規模の平均妥結額は406,238円（月数1.71か月）、
300～999人規模は520,074円（1.95か月）、1,000人以上規模は586,216円（2.06か月）、となりました。

□和解の要件について

①昭和33年5月26日から昭和46年4月28日までの間に、局所排気装置を設置すべき石綿工場内に
　おいて、石綿粉じんにばく露する作業に従事したこと。
※労災保険や石綿健康被害救済法による給付を受けている方であっても、上記期間内に労働者として石綿粉じ
　んにばく露する作業に従事した方は対象となります。

②その結果、石綿による一定の健康被害を被ったこと。
※「石綿による一定の健康被害」とは、石綿肺、肺がん、中皮腫、びまん性胸膜肥厚などをいいます。

③提訴の時期が損害賠償請求権の期間内であること。

□和解により国がお支払いする賠償金の額は、疾患の種類や病状によって異なります。

　石綿（アスベスト）工場の元労働者やその遺族の方々が、国に対して訴訟を提起し、一定の要件を満
たすことが確認された場合には、国は、訴訟の中で和解手続を進め、損害賠償金をお支払いします。

（注） 1 要求・妥結状況は、単純平均によるものです。２ 妥結月数は、妥結組合の平均賃金に対するものです。

区　　　分

調査産業計
（H28.12.31現在）

前年同期（H27.12.31）

要　　　　求

平均年齢 平均賃金 組合数 平均要求額 平均要求月数 組合数 平均妥結額 平均妥結月数

妥　　　　結

企業規模別

状　　況

300人未満

300～ 999人

1000人以上

39.6

39.8

39.4

39.1

39.8

253,376

238,099

267,226

284,166

250,058

212

120

59

33

212

588,556

536,092

631,075

703,313

582,308

2.32

2.25

2.36

2.48

2.33

211

119

59

33

210

466,217

406,238

520,074

586,216

453,773

1.84

1.71

1.95

2.06

1.81

歳 円 組合 円 か月 組合 円 か月

石綿（アスベスト）工場の元労働者やその遺族の方々に対する
和解手続による賠償金のお支払いについて

石綿（アスベスト）工場の元労働者やその遺族の方々に対する
和解手続による賠償金のお支払いについて
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石綿（アスベスト）工場の元労働者やその遺族の方々に対する
和解手続による賠償金のお支払いについて

□法テラス（日本司法支援センター）
ホームページ　http://www.houterasu.or.jp/
電　　　　話　0570-078374（平日9：00～21：00  土曜日9：00～17：00）

□日本弁護士連合会
ホームページ　http://www.nichibenren.or.jp/

アスベスト訴訟における和解手続について

詳細については、最寄りの法テラスや弁護士会などに、ご相談ください。
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「労働ながの」に対するご意見、ご希望、ご感想をお待ちしております！

労働ながの
編集発行人：長野県産業労働部労働雇用課長 酒井裕子
発　行　所：長野県産業労働部労働雇用課
　　　　　　〒380-8570（住所不要）
　　　　　　電話 026-235-7118　FAX 026-235-7327　Eメール:rodokoyo@pref.nagano.lg.jp

労働ながのは県HPにも掲載しています!
http://www.pref.nagano.lg.jp/rodokoyo/sangyo/rodo/shuro/rodo.html

【4】

　不当労働行為救済申立事件については、審査の期間の目標を定めるとともに、目標の達成状況その他の審査の実施状況を公表す
ることとされています。（労働組合法第27条の18）
　長野県労働委員会の平成28年の状況は、下記のとおりです。

１　審査の期間の目標
　　長野県労働委員会では、不当労働行為救済申立事件に係る審査期間（申立てから事件終結までの期間）の目標を、１年（ただし、
　特に複雑な事件については、別途定める期間）以内と定めています。

２　審査の実施状況
　　平成28年に取り扱った不当労働行為救済申立事件はありませんでした。

【参考】過去５年間の取扱事件の審査の実施状況

　平成24年以降に取り扱った事件は１件で、事件当事者に命令を交付し、終結しています。審査期間（申立てから事件終結までの
期間）は、627日でした。
　ちなみに、全国の労働委員会における平成27年中の新規申立件数は347件で、過去５年間（平成23～ 27年）では340～ 380
件ほどで推移しています。審査期間は平成27年中に終結した事件をみると平均417日でした。

労働ながの

工科短期大学校及び技術専門校訓練生募集のご案内工科短期大学校及び技術専門校訓練生募集のご案内

　工科短期大学校及び技術専門校は、職業能力開発促進法に基づく県立の公共職業能力開発施設です。県内
２校の工科短期大学校及び６校の技術専門校で、主に新規学卒者を対象とした１～２年間の訓練（専門課程・
普通課程）と、求職者を対象とした６か月間の訓練（短期課程）を行っており、それぞれの訓練科の訓練生を
募集しています。

■募集日程等
現在、平成29年度入校生の追加募集を行っています。追加募集を行っていない校・訓練科もあるため、募集
日程等の詳細につきましては各校へお問い合わせください。

工科短期大学校
住所 上田市下之郷813-8
電話 0268-39-1111
FAX 0268-37-1102

南信工科短期大学校
住所 上伊那郡南箕輪村8304-190
電話 0265-71-5051
FAX 0265-72-2064

長野技術専門校
住所 長野市篠ノ井布施五明3537
電話 026-292-2341
FAX 026-292-2342

松本技術専門校
住所 松本市寿北7-16-1
電話 0263-58-3158
FAX 0263-85-1412

岡谷技術専門校
住所 岡谷市神明町2-1-36
電話 0266-22-2165
FAX 0266-21-1000

◆生産技術科（２年）◆制御技術科（２年）

◆電子技術科（２年）◆情報技術科（２年）

◆機械・生産技術科（２年）

◆電気・制御技術科（２年）

●機械科（６か月 ４月／１０月入校）

■機械加工科（１年）■電気工事科（１年）

■画像処理印刷科（１年）

■木造建築科（１年）

■電気・設備科（２年）

■自動車整備科（２年）

■建築科（２年）

■ものづくり技術科（１年） 

●機械制御科（６か月 ４月入校）

●ＦＡ装置科（６か月 10月入校）

校　　名　　等 訓 練 科 ※（ ）は訓練期間

（お問い合わせ先）  労政事務所（県下 4カ所）又は
　　　　　　　　  長野県労働委員会事務局（長野県庁８Ｆ）　TEL　026-235-7468　　E-mail　roi@pref.nagano.lg.jp
　　　　　　　　  ホームページ：http://www.pref.nagano.lg.jp/roi/kensei/soshiki/soshiki/kencho/roi/index.html

不当労働行為救済申立事件の審査の実施状況不当労働行為救済申立事件の審査の実施状況
長野県労働委員会ニュース長野県労働委員会ニュース

飯田技術専門校
住所 飯田市松尾明7508-3
電話 0265-22-1067
FAX 0265-22-4015

佐久技術専門校
住所 佐久市高柳346-4
電話 0267-62-0549
FAX 0267-62-6476

上松技術専門校
住所 木曽郡上松町大字小川3540
電話 0264-52-3330
FAX 0264-52-2079

■自動車整備科（２年）

■木造建築科（１年）

■生産技術システム科（１年）

●機械ＣＡＤ加工コース
　　　　　　（６か月 ４月／１０月入校）

■木工科（１年）

■木材造形科（１年）

校　　名　　等 訓 練 科 ※（ ）は訓練期間

専門課程

普通課程

短期課程

390,000円（年額）

118,800円（年額）

169,200円

  5,650円

無　　料

※別途、教科書代等の経費がかかります。

（◆：専門課程　■：普通課程　●：短期課程）

18,000円

 2,200円

課　程 授 業 料 入 校 料 入校審査料
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